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日本の海外移住論に関する一考察
粂井　輝子
Ⅰ．初めに
いわゆるジャバユキさんの問題がマスコミを賑
わすようになって十余年，近年では国内の人手不
足と近隣諸国との経済格差を背景に入国資格外活
動忙よる不法就労が急増，外国人労働者受け入れ
問題が経済界や，関連省庁においても真剣に議論
されるようになった。不法就労者の急増は，退去
強制件数の激増によっても裏付けられている。浜
務省入国管理居の統計によれば，昭和55年の退去
強制事由の遵反事件数は2，536件，60年には3倍
強の7，653件に増加した。また，資格外活動によ
る不法残留事件数は，56年には461件，60年は
5，411件1，退去強制令書執行による送還数は，63
年には17，157名であり，前年比，24．6％の上昇で
ある2。最近では入国審査の緩やかな研修名目で
釆臥　単純労働に従事する不法就労が問題化して
いる8。こうした状況から，労働省は，従来の方
針を転換し，出身国との政府間協定で，研修生を
年間一万人程度受け入れ，企業で就労する新構想
を打ち出した。また外務省も単純労働者を研修生
として受け入れる方向で，関連省庁との調整に入
り，通産省も産業分野によっては外国人労働者の
受け入れるべきだと，積極的態度を示している。
しかし，法務省は研修生の入国審査を厳しくする
など，他の省庁の動きに警戒を強めているとい
う㌔
外国人労働者の受け入れ問題はこれまで国内の
労働力不足対策と，国際化の論点から論じられて
きた。しかし，この間題を考察するにあたって，
日本が，中国，イソドと並び，アジアにおける移
民送出の“先進国”だという事実を振り返る必要
があるのではなかろうか。明治元年から昭和17年
までの移住者数は，正確な実数は把撞しがたい
が，日本政府の統計によれば，総計7殉304各
うちハワイが最も多い321，206名，次いでアメリ
カ合衆国の107，253名，戦後は昭和58年2月現在
で，242，501名を数えている5。戦後の海外移住
は，昭和33年の15，306名を頂点に急減し，昭和57
年には2，822名を数え，現在はさらに減少してい
ると思われる6。
近代日本の海外移住は明治元年，いわゆる「元
年者」のハワイ渡航をもって噸矢とするのが通例
である7。その後，明治18年，ハワイへの官給移
民渡航で本格的に始まり，アメリカ，カナダとい
った北米，ニューカドレニア，オーストラリアと
いった南洋にも移民渡航数が増大し，移民会社は
隆盛を極めた。時を同じくして，人口問題解決と
国民の海外雄飛の両面から移民論が盛んに論じら
れた。しかし，世紀転換期の北米での排日の激化
から，日本政府は北米合衆国および英領カナダへ
の移民の渡航を厳しく規制した。そして，明治41
年の紳士協定を境に，移住の主流は南米，とくに
ブラジルに向かった。その流れは昭和8，9年に
頂点に達し，年間2万人を数えるに至ったが，同
年ブラジル政府が外国人移住者二分制限法を実
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施，その数は激減した。そして昭和10年代には満
州移住が盛んに奨励された8。戦後は，略称27年
にブラジル移住が再開，また，アメリカ，カナダ
への移住者も少なくなかった。現在海外で永住す
る日本人，日本人を祖先にもつ，いわゆる日系人
の数は推定約140万人と見積もられている9。
確かに，近代日本の海外移住の歴史は，ヨーロ
ッパ五世紀の歴史に比べ，短期間であり，規模も
小さい10。しかし，その歴史を移住者個人の体験
としてみれば，受け入れ国の排斥の強さと，文化
的相違をも考慮すると，その苦闘の跡はむしろ深
かったように思われる。中でも初期の北米への移
住の歴史は，現在の出稼外国人労働者の問題を考
察する上で，とくに示唆に富むと思われる。それ
は，一言でいえば，先進国への出嫁であった。“徒
手空拳”了‘－獲千金”，“錦衣帰郷”といった当時
の決り文句がその本質を端的に表現している。政
府はむしろ終始抑制する方針で臨んだが，必ずし
も効果をあげられなかった。出稼移民が抑制され
ると，渡米熱に浮かされた青年は，商人，あるい
は留学生として，あるいは，密航して，目的を遂
げようとしたからである11。劣悪な労働条件下の
単純労働でも，日米の賃金格差は大きく，真面目
に耐え忍んで働けば，故郷に送金したり，故郷に
錦を飾ることも夢ではなかったのである。今日の
外国人労働者受入れ問題と関連して，近代日本の
海外移住史を様々な観点から振り返ることができ
よう。移住が母国の経済発展に寄与した程度を経
済学的に分析することもできよう。あるいは，出
稼さえも定住へと変化する海外移住の特質や，受
け入れ国との摩擦を社会学的に考察することも可
能であろう。しかし，本稿では，まず，送出国と
して，移住が明治以来どのように意義付けされて
きたかという，送出国の論理を概観して行きた
い。
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ⅠⅠ．海外移住の意義を求めて－戦前期
慶応2年，1866年，徳川幕府は日本人海外渡航
の禁を解き，外国人に雇われた日本人が海外に渡
航するようになった。労働を目的とする近代海外
移住史はここに発端を求めることもできよう12。
しかし，北米への労働を目的とする渡航が盛んに
なるのは，明治17，8年のことである。そして，
こうした渡米者の増大を背景に，明治20年には，
石田隈次郎『来れ日本人，－名乗港旅案内』，福岡
県『起業立志の金門，一名米行者必携』が出版さ
れた。さらに，後の鐘紡及び，時事新報社長，武
藤山治著『米国移住論』が刊行された。武藤は，
明治18年，渡米，ホノルルまで第1回官約移民と
同船であった。アメリカでは，スクールボーイで
苦学した。無気力と外国人から軽蔑される中国人
さえも渡米後わずか数年で本国に送金する実態を
見聞し，日本の労働者移住の必要を痛感した。さ
らに，武藤は一歩進んで，移民の土地所有を重視
し，移民会社設立を論じた。「日本ノ不景気挽回
ヲ来年来年又来年卜欠伸ヲ忍ヒテ待ツ」よりは，
現文明の中心たるアメリカに新天地を求めよ，と
主張する点では石田も同様であった。石田は，
「来レ我力三千七首有余万の兄弟姉妹ヨ」に呼び
掛仇「今日日本ノー小天地二局促トシテ為ス可
キノ業ナキニ落胆セソヨリハ寧口我邦ヨリ労銀ノ
高貴ナル欧米ノ文明世界二移住シテ一事栄二就キ
専心二刻苦シテ五年十年滞留セハ衣錦帰郷ノ栄ヲ
得ル蓋シ難キニアラサルナリ」と，高賃金が得ら
れるアメリカへの出縁の有利さを論じた〔傍点付
加〕。しかし，石田も単なる出縁にとどまらず，
「第二ノニュージャバソ」建設の夢を語っている
のであるユ3。
これらアメリカでの労働体陰者だけでなく，当
時の思想家ももまた，同様の見地から移住を奨励
した。明治20年前晩　時事新報を舞台とした福沢
静膏の移住奨励は有名である。実際，彼は井上角
五郎に資金を与え，アメリカ移住を援助した14。
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また，福沢に学んだ本多和一郎が郷里に私塾を開
き，渡米相談所を設けて渡米を奨励，これが和歌
山市一帯からの移民輩出につながったという15。
志賀重昂もハワイ官紛移民を現地に視察し，明治
19年，将来の人口増を見越して，人口論の立場か
ら海外移住を奨励した。「我同胞が海外至る処に，
移住散在して生業を営み，農事に服し，食足り，
衣厚く，漸くにして粛儲の生ずるあれば，其の日
常使用する所の物品を本邦に注文し，これが供給
を本邦に仰ぎ，兼て本邦と脈絡を通じ，身外国に
あるも，心内国にあるが如きものに至れば，自他
の利益する処，蓋し砂少にあらざるべし」と論じ
た16。ここで彼は，後年盛んに論じられることに
なる，移住によるいわゆる“沢庵貿易”の拡大と
いう経済効果を，早くも認めている。
政治家においても明治24年外務省に移民課を設
け，26年に植民協会を設立した榎本武陽をはじ
め，24年，海外移住同志会を設立した板垣退助，
星享らが移住を積極的に推進しようとした。とく
に自由党系論客は熱心であった。中江兆民でさ
え，「近日我日本国にても外国出嫁の事を唱説す
る者追い々出来れり人口増殖の割合ひ著く大にし
て生産競争漸次に廣密と為り今日の勢いにてハ我
日本国民の状態ハ恰も桶の中の泥鱒を盛りたるか
如く相互の摺れ合ひ躍ね合ひ濠ひ合ひて僅匿些の
湿気を得るのみにて」海外移住を適当と考えた17。
板垣は，その「植民論」において，移住を永住を
目的とする定住移民と，出嫁を主体とする定期移
民の二種に分け，日本の国力伸長のために前者を
重要視した。「東洋に独立し，世界富強の各国と
勢を競はん」とするならば，英国型の植民が必要
だと見なしたのである。しかし，後者をまったく
無視した分けでもなかった。「布睦出稼の如き」
の移民が増え，「此業起こりてより，我が国に得
たるの利益は少なからず」，7年間で貯蓄153万ド
ルに至ったと高く評価した。そして，海外の出稼
中国人の送金が貿易赤字を解消して4，600万ドノ十
の余りを計上し，さらに，海外在留中国人向けの
輸出を増大する点に着臥「海外に在る我国無数
の移民が，自国の産物を需要するが為に大に輸出
の額を増すのみならず，其他出稼貯金等の為めに
我国を刺し富国たらしむるに至るほ決して難きに
非ざるを借ずるなり」と認めた1㌔　とくに自由党
系政治家は，菅原伝，山口熊野らが自由民権運勢
の挫折で「自由の新天地」に渡り，明治21年に日
本人愛国有意連盟をサソフラソシスコに結成して
以来，移民社会には少なからず利害を有した。単
に苦学生としてスクールボーイや農業労働者とし
て働いただけでなく，後には人夫請負業や移民会
社を営み，その営業利益が政治活動費に用いられ
たといわれている。
明治29年日本郵船のシアトル航路，31年の東洋
汽船のサソフラソシスコ航路開設後，渡米がさら
に容易になると，明治30年代半ばからほ，相次い
で渡米菓内書が刊行され，渡米奨励団体が設立さ
れ，機関誌が発行された。渡米案内書には，「渡
米案内」，「渡米の莱」，「米国労働便覧」といった
即物的な，あるいは「渡米盛業の手引き」，「ハワ
イアメリカ出稼出世の宝」といった致富の夢を掻
き立てる題名が付された。多くは，現代の観光案
内審同様，旅券の申請に始まる渡航準備から上陸
まで，細々とした注意が述べられ，英会話が付さ
れている。こうした案内書は，一方において渡米
し，苦学あるいは労働を勧め，職業案内も兼ねる
点で，単なる観光案内事ではなかった。この分野
で指導的役割を果たした片山落札　日本が英国の
ような世界に冠たる宵強国になるた鋸こは，海外
進出が不可欠だと考えた。海外移住は，日本の輸
出を増進させ，国内産業を発展させ，国民の島国
根性を脱却する助けとなり，文明と国力を発展さ
せる。しかも，渡米では，移民会社による移住は
できないのであるから，各人が独立の気風を育て
る効果がある。アメリカこそ，「自由の新天地」
であり，「労働の神聖」が尊ばれているので，各
人はその努力に応じて，撥会閉塞の日本では想像
もできない成功できる。アメリカでは，日本より
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はるかに容易に，日本の書生のように自己を卑し
めることなく，働きながら勉学することができ
る。そして，実際に一介の貧書生から成功した日
本人が多い。自ら主宰した渡米新報誌の標語，
「渡米，成功，憤蹄，進歩」が象徴するように，
片山にとってほ渡米こそ進歩と成功の凍み台であ
った。こうした考えは他の多くの渡米案内書著者
だけでなく，明治中期の海外雄飛論に通じるもの
であった。「大学卒業生すら月収五十円の位置は
容易に得難き今日，太平洋という少し大きな池を
越えて北米の彼地に行けば，徒手空拳にして一日
二三円の収入を得ること容易」な“現実”が喧伝さ
れていたのである。こうした渡米案内書や渡米奨
励団体の機関誌は，友人知己，親族のつてのない
渡米志望の学生向けに出版されたものである19。
このようにアメリカが無資な野心家の成功しえ
る機会の国と唱われ，渡米熱が広まり姶めたが，
外務省当局は一貫して出稼労働者の渡米には消極
的ないし，反対であった。明治期の合衆国からの
領事報告を読むと，現地外交官たちが，出稼労働
者が渡米し始めた当初から，その実態が日本の対
外イメージを損ない，排日運動を煽ると憂慮して
いることが分かる。明治24年には，現地の領事
は，「近来二至り・・・，渡米ノ日的ハ…純然タル出
稼トナリ其人物ハ最早学生ニアラスシテカ食者ト
ナリ当国ノ言語ヲ解セス風俗二通セサルハ勿論多
クハ眼中更ニー丁字ナク自己ノ姓名サへ記載スル
ヲ得サル著二有之侯其渡米ヲ企ツルモ更ニー定ノ
日当ナク唯一獲千金ノ妄想ヲ懐キ僅カニ旅費ヲ弁
シテ渡米ノ途二上ルモノナルヲ以テ着港早々糊口
ニ供ス可キ資金ナク…貧困者二当タルモノ多々有
之候」と本省に警告している〔傍点付加〕。領事
はこうした出稼労働者の渡米は，アメリカの労働
者を刺激し，政治家を動かし，「支那人卜同一ノ
仕向ヲナサソト欲スルノ傾向ヲ相貌ハシ侯」事態
を見た。そして，「此ノ地二乗ル本邦人ハ英二我
国民ノ気尚ヲ代表シ国名ヲ維持スへキハ極メテ重
要ノ事二有乏供処近来ノ如ク醜業私　費嚢私　兵
152
装者続々接匠致侯テハ自然当国人ヲシテ我国人二
対シ嫌悪ノ感情ヲ生セシメ…公然排斥ヲ受ウルガ
如キ事ニハ是契二不容易ナ事態」となると読み，
「支那人ノ如ク。…全世界ノ排斥人種トナリタル」
将来を避けるため，有効な手段を辞じるよう，善
処を求めた20。その後も，出先機関は，移民の到
来が排日を煽り，日本の国家の威借を傷つけ，日
米友好関係に暗雲を呼ぶと懸念し，絶えず，本省
に宛て，旅券発給に注意を呼び掛けている。明治
32年には，政府の諮問を受けて，農商務省関係の
巣南高等会議は，「政府は，国力自然の結果にあ
らざる移民を奨励すべからず，自由の移民に対し
てその権利を保護し，その安全を保護するは政府
の当然の当務たるべし。然れども契約の労働は勿
論，自由の移民と雄も，政府これに干渉し，これ
を奨励する如き積極の方針を取らず，唯十分にそ
の権利を保護するの方法を尽くされんことを希望
す」21と，一応放任の姿勢を示した。しかし，翌
明治33年には，外務省はアメリカの排日運動の高
まりを懸念して，日本政府は北米移民自主規制方
針を固め，新規の出稼労働者の北米向け旅券発給
停止を各府県知事に通達した。1901年にはアメリ
カ向け旅券発給数は前年比約1／5に，とくに労働
者へは4366から83へ急減した。しかし，1902年に
は再び上昇に転じた。商人，学生への旅券発給数
が倍増したからである22。だが学生や商人といっ
ても，実態は出稼労働者と変わらなかった。そこ
で，外務省は次ぎには旅券申請者の身元調査を徹
底するよう，各府県や警察に通達したが，渡米数
を減少させるだけの効果があったとは思われな
い。減少は日露戦争の勃発によると見る方が妥当
であろう。
日露戦争後は，当時の社会進化論や帝国主義論
の影響を受けて，「日本民族膨張静」が盛んとな
った。これは同時に欧米における黄禍論に対する
挑戦でもあった。激烈な人種競争の世界にあっ
て，日本人は平和的に膨張し，競争社会の覇者と
なるべきだと，異口同音に論じられた23。渡米者
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数は，ハワイ向けともども，1906年には前年に比
べ2倍強に飛躍した。しかし，1906年，サソフラ
ソシスコ霹災後のサソフラソシスコ学童問題をき
っかけに行われた日本人移民規制交渉で，日本側
は1907年，ハワイ転航禁止令に合意し，さらに翌
1908年には，米加両国に対し，日本側の自主規制
による紳士協定を妥結させた。日本の当局は，日
米関係の将来を憂慮して米加に妥協したのである
が，それだけではなく，日露戦争後に勢力を拡大
した満州方面に国民の活力を集中させ，満韓の支
配を強化安定させたかったのであろう。明治42年
2月，時の外務大臣小村寿太郎は，外交方針演説
の中で，「戦役ノ結果，帝国ノ地位一変シ，ソノ
経営ヲ行フべキ地域ノ拡大ヲ見ルニ至リタルヲ以
テ，漫リニ我ガ民族ヲ隔在セル他国ノ領域内二散
布スルヲ避ケ，成ルべク是ヲ一万両二集中シ，ソ
ノ結合一致ノカニカリテ経営ヲ行フコトヲ必要ト
スルニ至リタルコト是ナリ」と，移住の方針を語
っている24。しかし，日本の海外移住の関心はブ
ラジルを中心とした中南米に向かうことになる。
第一回移民船，笠戸丸は明治41年6月にサソトス
港に着いている。また，北米への移民数も実際に
は，1909年と10年に激減したのみで，その後は減
少せず，逆に増大，年間5，000名で安定債向にあ
った。そして，大正3年から同13年にかけて，11
年間の平均はブラジル約2，000名に対し，アメリ
カ本土5，500名であった。これは，妻子の呼び寄
せが増えてきたからである。もし振りに1924年の
移民法がなければ，国民の自発的移住の流れは，
できれば北米，次ぎに中南米であったろう。たと
え，ブラジル移住の渡航に全額補助がでよう　と
も，移民はあくまで北米が“有望ぎ’の点で第－
だった。“有望ぎ’とは，裸一貫で金儲けできる
容易さである。すなわち，単純労働で得られる高
賃金の魅力である。さらに，先進国アメリカのイ
メージも若者の覇気を刺激した。だからこそ，－
漫千金を求める若者は，借金しても，密航して
も，渡米を狙ったのである。滞韓へは，資力ある
者のみが進出できると考えられていた。
大正後期から昭和初期にかけて，人口問題の悪
化が深刻に受け止められ、その解決策の一策とし
て，官民あげて移植民が奨励された25。広島の師
範学校付属尋常高等小学校は，『移民と教育』の中
で，「海外発展と愛郷心との間に決して矛盾はな
いのである。只其の舞台を異にすると経，目的は
同じ本国の為に尽す赤心である，移民を以て世界
に冠たる支那の如きは毎年一億円の出稼送金があ
るので輸入超過一億円は結句差引となる勘定であ
る，我国に於ても年々二千万円の送金は国際取引
は非常に好都合を感ぜられて居る。移植民に伴ふ
貿易区画の拡張，国語の普及と勢力扶植等国力発
展を希ふ者は先移植民を奨励しなくてはならぬ」
と記している26〔傍点付加〕。移民送出県広島の教
育者の考え方がよく現れていて，興味深い。すな
わち，移民は日本の海外発展，国力伸長の先兵と
して奨励されたのである。母国送金については，
外務省調査部は昭和10年度の海外在留本邦人の送
金額統計を，外務省調査では，2，044万円，大蔵
省調査では1億1，121万円と発表し，「本邦人ハ海
外発展ノ歴史新シク在外者ノ漸ク九十余万二過キ
サル現状ヨリスレハ必スシモ過少ナリトハ称シ難
カルへシ」と評価している27。
ⅠH．海外移住の意義を求めて一一戟後期
国土の破壊，産業の壊滅，領土の縮小，外地か
らの引揚・復員とベビーブームによる人口増のた
め，戦後は海外移住が人口問題と直結して論じら
れた。昭和21年制定の日本国憲法は，22条におい
て外国移住と国籍離脱の自由を認めた。これは，
基本的人権として，移住の自由を認めたに過ぎな
い。しかし，国策的立場からも積極的に取り組む
姿勢が打ち出された。昭和24年5月の衆院本会議
では，「国民生活の向上」と「世界福祉増進」のた
め，「人口問題に関する決讃秦」が可決された。
昭和26年にはブラジル政府の許可によって大規模
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な移住の道が開かれ，27年12月には，政府渡航費
貸付により，アマゾソ移住第一団が出国した。外
務省は，昭和26年から37年を海外移住奨励期に位
置づけて，「再び世界の光がわが国の人々にも明
るい希望を与えることになった」と記している28。
新たに開かれた集団送出の展望に対応するため
に，昭和28年には外務省欧米居に移民課が設けら
れ，翌年には日本海外協会連合会が設立，これま
で海外協会のなかった県にも海外協会が設けられ
るようになった。そして，移住者の募免　選考，
送出の実施にあたった。昭和30年代初めには中南
米諸国と移住協定が次々に締結されるに至った。
移住者に対する貸付機関として，日本海外移住振
興株式会社が設けられた。昭和32年度の資本金13
億円，大部分は政府出資であったという29。
昭和32年末，日本海外協会連合会は，海外移
住の経済的寄与を分析し，その総額を前年度
183，382，064，390円と算出した。同協会が経済的
寄与とみなして，算定の対象としたのは，母国訪
問での消費額，運送会社に支払った金額，本国へ
の物品贈与，本国への送金額，日本の在外銀行進
出への誘因（見積不可能），日本企業と在外日系
人との共同事業（見積不可能），海外移住者向け
輸出額の7項目に渡っており，数字はあくまで概
算の域を出ないものであるが，180億円という数
字は，綿織物を輸出した場合で換算すれば410億
円，鉄鋼であれば320健円に相当し，移住の経済
的寄与分で約30万の人口が養われたことになる，
という。そして，同協会は，「移住ということは
前述の如く単に直接人口の問題解決のためのみと
は考えられないのであって，それ以上に我が国の
経済忙大きな貢献をなしていることがうかがえる
のである」と，結論した30。
しかし，経済が復興するにつれて，人口問題の
見地から移住を推進しようとするカは弱くなっ
た。実際，人口問題を移住だけで解決するために
は，19世紀アイルラソドで見られたような雪崩的
な人口流出が必要であったろう。しかし，日本は
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経済復興で食糧難，人口問題を解決していった。
ともあれ，南米への海外移住は昭和33年にピーク
を迎え，以後政府の移住促進，啓蒙にもかかわら
ず，衰退した。例えば，昭和34年に政府が移住五
力年計画に着手したのを受けて，兵庫県は積極的
に海外移住の啓蒙活動を展開したが，34年度の目
標350名をはるかに下回る56名に終わった。そこ
で，移住の意義は，国際協力，開発途上国への技
術援助的色彩を強めていく。兵庫県はその海外協
会を県知事を代表者とする財団法人化するにあた
って，「日系人が，経済といわず文化といわず，
人間生活の全領域において，受入国とわが国との
かけ橋となり，直接間接に母国に寄与貢献してい
る度合は測り知れないものがあるのである」，と唱
えている31。とはいうものの，移住が個人の発展
の貯蔵であり，しかも国の利害に適うという見方
は消えていない。昭和35年，外務省移住局長は広
島県「海外移住推進大会」の席上，国際協九　後
進国への開発援助の意義を唱えながらも，移住者
と送出国の経済的効果を強調した。中南米で働け
ば日本の2倍3倍の報酬があり，「御本人の幸福
のためだけでなく，将来日本が世界に大きく発展
して行く経済基盤としての先遣隊となって，日本
の経済にも大きく貢献するのであります」と述
べ，日本の輸出増大だけでなく，日本企業の進出
の先兵の役を果たすのだと論・じたのである32。こ
うした考えは昭和40年代にも続き，外務省領事移
住部の移住100年を記念した著作には，海外移住の
効果として，国際相互理解の増進の他に，外貨獲
得，企業進出の準鳳　経済協力などが数えられて
いる。そして，ブラジル移住70周年を記念して，
時の外務大臣は，「かつて榎本武陽が『移植民事
業は，国民の対外精神を高揚し，その気宇を広大
し，もって，わが国の人心を一変すべき開国政略
の一大要務である』と述べたとおり，我が国民の
海外発展に果たす海外移住の重要性は，今も昔も
変わりません」と，移住の意義を記している。
これは，今から10年前に過ぎない33。そして，現
日本の海外移住論に関する一考察
在も海外移住指導援助を行う政府関連機関が存在
し，「海外移住ガイド」等のパソフレットを出し，
移住相談に乗るなど，活動している。この国際協
力事業団は，昭和60年には，「日系社会の一層の
発展と，日本国内の若者の日系社会への参加を促
進するため」の海外開発青年制度を設けた。これ
は，移住に関心のある青年が，3年間現地で就労
し，その生活体験をもとに定着の準備を進める制
度である34。この点で，海外移住の延長線上にあ
るといえる。
戦彼，政府が奨励した海外移住はブラジルをは
じめとする中南米であるが，旅券発給統計からみ
れば，ブラジルよりもアメリカ移住者の方が昭和
34年から36年を除き，はるかに多い。二世やアメ
リカ市民の妻たちとなった女性の渡米が多かった
と思われる35。1946年の公法471号の成立で，1947
年にはアメリカ軍人の妻として14名が移住した
後，52年には4，000名の大台に乗り，以後10年間
の平均で年間4，000名弱が永住権を取得した36。52
年成立のウォルター・マカラソ法で，人種の壁が
除去され，日本人には185名の移民受入枠が設け
られた。
この他，戦後のアメリカには1953年の公法203
号，通称難民救済法で2，268名が移住した37。同法
は，3年5カ月の時限立法であり，冷戦を背景
に，ヨーロッパ難民を対象としたものであった。
しかし，同法の立案過程で，中国人難民が対象に
含まれた。ついで，日本人と名指しないものの，
自然災害による犠牲者も対象に組み込まれ，中国
人以外に3，000名のアジア人枠が用意され，日本
人の難民移住の道が開かれた38。同法に最も関心
を寄せたのは和歌山県と，鹿児島県であった。和
歌山県では，昭和30年5月には，48名が全国に先
駆けて渡米している。救済法による受入には，ア
メリカ側に市民の受入保証が必要であり，災害の
被災者であるという理由だけでは移住はできなか
った。和歌山県や鹿児島県の場合，台風災害の他
に，同県出身の有力な日系人はリーダーがおり，
しかも，彼らは，年老い，年々減少する一世農業
労働者に代えて，祖国から労務者を渡米させたい
と，奔走していた。そうした日系人の農場で3年
働いた後，独立できることになっており，人手を
求めるアメリカ側とアメリカへの移住再開を臨む
移民県との意向がうまく合致したといえよう。
戦前から多数のアメリカ移民を送出してきた和
歌山県の当局者の目には，1950年代初期のアメリ
カは，一世たちでさえ，「どの家庭へ行っても，
電気洗濯磯あり，電気冷蔵庫あり，ガスのケッチ
ソ道具あり1，応接室にはテレビが必ず一台置かれ
ているという具合で，内地〔日本〕と比較して見た
場合，どの人連も満ち足りた文化生活を営んでい
るのでありまして，この人達と謂えども内地では
決して満ちた生活をしていたわけではないのであ
ります」，と映った。そこで，「アメリカという国
はこんな生活が出来る国であります。難民救済法
によって渡米した人達も真面目に働きさえすれ
ば，遠からずこのような満ちた生活が出来るもの
と私は確信しております」と日本に報じたのであ
る39。アメリカが豊かな先進国だというイメージ
は強く，厳選された移住者の中にも，「遊んでい
ても，米国に行けば日本と違って遊んでいても金
儲けが出来ると思っていた」が，案に相違して，
寂しい田舎だったので，悲哀を感じた著者も混じ
っていたようである40。
救済法による移住は短期で終了したが，カリフ
ォルニア州の日系人農家の要望を受けて，1956年
からは日米政府間に補助農業労務者派米計画，い
わゆる短期農園労務者の渡米が始まった。この計
画は，永住，帰化を前提としておらず，移住では
ない。しかし，この短期農園労働者派米計画に，
積極的に応じたのは，ここでも鹿児島，熊本など
の移民送出県であり，アメリカへの出稼移民の伝
統のある地域であった。ともあれ，実施にあたっ
ては，日本側は，「一定期間彼地の農業へ従事さ
せ，それによって得られる勤労収入の余剰をもっ
て，その経営改善ないしは自己の資金に充当さ
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せ，さらにこれらの農村青壮年をして，国際的視
野に立って我が国農業の実態を認識せしめるとと
もに，彼地における労働と生活を通して得た諸体
験をもって，我が国農業近代化の推進，農村の進
歩に役立たしめ，あわせて日米両国農民相互の理
解を深めひいては両国間の友好関係の増進に寄与
せしめようとする」，経済的側面と教育的意図を
抱いていた41。派米者の多くは，“出稼”の成見
3年間の滞在で，約100万の貯金に満足している
が，何人かは国際農村青年連盟の結成など，将来
の展望を大きくもっているという42。同計画はア
メリカ労働組合の反対によって，64年，4，331名
の送出で終わった43。
王Ⅴ．終わりに
日本は過去有年，海外移住の意義を，人口問
題，故国送金，輸出増大，国力発展の面から高く
評価し，ときには政府も海外移住を積極的に奨励
してきた。戦後，官民あげて海外移住を推進した
のは，ほんの30年前に過ぎない。しかも現在も，
開発途上国への開発援助として，移住を国際協力
の一形態として位置付け，政府関連機関で行って
いる。国際協力事業団の資料によれば，現在日本
人に移住の道を開いている国は，世界167か国中，
カナダ，オーストラリア，ブラジル，アルゼソテ
ィソ，パラグアイ，ボリビア，そしてアメリカの
7か国だけだという。これらは外国からの移住者
の力を借りて国を建設しようとする国々であり，
それなりの歴史を持ち，その伝統を誇る国々であ
る。移民受け入れ国として日本とこうした国々と
を同列に論じることはできないかも知れない。し
かしながら，日本は一世紀以上の移住の歴史を持
つ，いわばアジアでの“移住先進国”である。日
本は結局は自国の経済発展により，人口間風　食
糎問題を現在，解決したわけで，移住によって解
決した分けではない，だが，移住の意義は国際協
力の面から現在も評価する“移住先進国”とし
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て，日本には来るなと締めだすことは論理的に矛
盾があるのではないだろうか。
とはいえ，移住者は，当初，それが出嫁の形で
あれ，いずれは相手国に定住する債向が強い。本
稿では触れなかったが，出稼移民であった北米へ
の日本人たちがそうであった。ダニエル・イノウ
エ上院議員の祖父母の例はあまりに有名である。
明治18年1月から明治27年6月まで26回続いた，
いわゆる官約移民約3万も大多数がハワイに留ま
ったといわれる。ハワイ政府の出入国統計では，
この間，日本人の入国者数は，日本よ　り27，955
名，アメリカ大陸から175名，計28，130名，出国
者数は日本へ6，005名，アメリカ大陸へ930名，計
6，935名となっている。また移民会社による契約
労働者送出の私紛時代には，入国者46，258名，に
対し，出国者11，455名を数えただけだという44。
ハワイ側の入国者総計は，官給移民数だけに取っ
ても低すぎるようであるが，一応の目安となろ
う。その数字をみると，3年間の労働計約の出嫁
入であったにもかかわらず，約3／4ほハワイに留
まっている。また，別の推定によれば，1924年の
移民法制定までにハワイに移民した19万人のう
ち，日本へ帰国したのは約6万人，ハワイには約
10万が定着したという45。また，送出に際して比
較的定住志向の強かったはずのブラジル移民も，
個人のレベルでは，出稼志向が強かった。昭和14
年にサソパウロ州バウルー市の日本領事管内の
11，000余世帯を対象にした調査によれば，帰国希
望者は85％であったという。しかし，現実にはほ
とんどが帰国しなかった46。
ということは，彼らおよびその子孫は，受け入
れ国にとって，将来の国民となる可能性が極めて
高いといえる。たとえどのような形であれ，受入
るのであれば，近い将来の国民として受け入れ，
国民と同等の対応を保証すべきである。その際，
受け入れ国側に国民的コソスソサスがなければ，
受け入れは移住者，受け入れ側双方にとって数々
の不幸を生むであろう。移住者の数が多すぎると
日本の海外移住諭檻関する一考察
懸念される場合には，受け入れ側を精神的に，ま
たある面では実際に，圧迫するであろう。極端な
場合にはその意向を無視して，彼らの国を作るの
ではないかという恐怖心も植えつけるであろう。
現実の歴史的事例としては，メキシコから独立を
宣言したテキサスのような場合がある。しかし，
先進国への単純労働者の出塚的移住の歴史をみれ
ば，むしろ，移住者の側に苦難が多い。日本人の
対米移民も，日本の国家的野心を警戒され，排斥
の口実にされ，当初は移入制限，後には生活手段
への圧迫，遂には生活の場からの追放へと迫害が
強められた。いずれにしても，経済的観点からの
み労働者の受け入れが論じられるとき，単に移住
者個人と受け入れ社会との摩擦に留まらず，送出
国と受け入れ国との国際関係に重大な影響を与え
る。日米関係に大きな亀裂を生み，アメリカ史の
汚点といわれるアメリカの排日運動の二の舞を踏
むことはできない。
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